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１ 個人所得課税の見直し 
 

（1）平成30 年度税制改正における対応 
 
① 給与所得控除・公的年金等控除から基礎控除への振替 
様々な形で働く人をあまねく応援し、「働き方改革」を後押しする観点から、特定の収入にのみ適用される給与所得控除や公的年金等控除から、どのよう
な所得にでも適用される基礎控除に、負担調整の比重を移していくことが必要である。こうした基本的考え方の下、負担の変動が急激なものとならないよ
うにするため、まずは、給与所得控除・公的年金等控除を10 万円引き下げるとともに、基礎控除を同額引き上げることとする。 
 
② 給与所得控除の見直し 
給与所得控除については、平成26 年度税制改正大綱において、給与所得控除の上限を245 万円（給与収入1,500 万円超）から220万円（給与収入1,000 
万円超）に25 万円引き下げた。 
平成30 年度税制改正においても、この方針に沿って、引き続き給与所得控除の上限の引下げを行う。具体的には、給与収入が850 万円を超える場合の
給与所得控除額を195 万円（①の見直しによる10 万円引下げ分を含む。）に引き下げる。ただし、子育てや介護に対して配慮する観点から、22 歳以下の
扶養親族が同一生計内にいる者や特別障害者控除の対象となる扶養親族等が同一生計内にいる者については、負担増が生じないよう措置を講ずる。 
 
③ 公的年金等控除の見直し 
公的年金等控除については、給与所得控除とは異なり収入が増加しても控除額に上限はなく、年金以外の所得がいくら高くても年金のみで暮らす者と同
じ額の控除が受けられるなど、高所得の年金所得者にとって手厚い仕組みとなっている。 
世代内・世代間の公平性を確保する観点から、公的年金等控除について、公的年金等収入が1,000 万円を超える場合、控除額に上限（見直し後の上限
額：195.5 万円（①の見直しによる10 万円引下げ分を含む。））を設けることとする。また、公的年金等収入以外の所得金額が1,000 万円を超える場合に
は控除額を10 万円引き下げ、2,000 万円を超える場合には控除額を20 万円引き下げることとする。 
 
④ 基礎控除の見直し 
わが国の基礎控除については、所得の多寡によらず一定金額を所得から控除する所得控除方式が採用されているが、高所得者にまで税負担の軽減効
果を及ぼす必要性は乏しいのではないか、高所得者ほど税負担の軽減額が大きいことは望ましくないのではないかとの指摘がある。「逓減・消失型の所
得控除方式」を採用する。 
基礎控除は、人的控除の中で最も基本的な控除であり、より広い所得階層に適用されるべきものであることを踏まえ、所得金額2,400 万円超から逓減し、
2,500 万円超で消失する仕組みとする。 
 
⑤ 所得情報を活用している社会保障制度等における対応 
今回の個人所得課税の見直しにおいて、給与所得控除や公的年金等控除から基礎控除へ10 万円の振替を行うことにより、税負担は増加しないが、総
所得金額等や合計所得金額が増加する場合が生じうる。 
この変化に伴い、所得税又は個人住民税の総所得金額等や合計所得金額を活用している社会保障制度等の給付や負担の水準に関して意図せざる影
響や不利益が生じないよう、当該制度等の所管府省において、適切な措置を講じなければならない。 
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（2）今後の見直しに向けた基本的方向性 
 
給与所得控除や公的年金等控除といった所得計算上の控除については、働き方の多様化の進展状況等も踏まえ、基礎控除への更なる振替を検討す
るとともに、今回の見直しの考え方やこれまでの税制改正大綱に示された方針を踏まえ、そのあり方について引き続き丁寧に検討する。 
経済社会のＩＣＴ化等の動向や諸外国の制度も踏まえ、適正な記帳の確保に向けた方策を講じつつ、事業所得等の適正な申告、所得把握に向けた取
組みを進める。 
人的控除については、平成29 年度税制改正及び今回の改正により、基礎控除、配偶者控除及び配偶者特別控除について、逓減・消失型の所得控除
方式が採用されることとなる。今後の制度のあり方については、給与所得控除等からの振替による影響を見極めるとともに、所得再分配機能をどの程
度強化すべきかという点も踏まえながら、引き続き検討する。 
老後の生活など各種のリスクに備える自助努力を支援するための企業年金、個人年金、貯蓄・投資、保険等に関連する諸制度のあり方について、社会
保障制度を補完する観点や働き方の違い等によって有利・不利が生じないようにするなど公平な制度を構築する観点から幅広い検討を行う。 
個人所得課税の見直しについては、個人の負担に直結するものであることから、累次の改正の影響も見極めつつ、国民の理解を得ながら、引き続き丁
寧に議論を進めていくこととする。 



１ 個人所得課税の見直し 

（1）給与所得控除・特定支出控除等 

（国税・地方税） 
① 給与所得控除について、次の見直しを行う。 

イ 控除額を一律10 万円引き下げる。 

ロ 給与所得控除の上限額が適用される給与等の収入金額を850 万円、その上限額を195 万円に引き下げる。 

 

② 上記①の見直しの結果、給与所得控除額は下表のとおりとなる。 

 

③ 特定支出控除について、次の見直しを行う。 

イ 特定支出の範囲に、職務の遂行に直接必要な旅費等で通常必要と認められるものを加える。 

ロ 特定支出の範囲に含まれている単身赴任者の帰宅旅費について、１月に４往復を超えた旅行に係る帰宅旅費を対象外とする制限を撤廃するとともに
、帰宅のために通常要する自動車を使用することにより支出する燃料費及び有料道路の料金の額を加える。 

 

④ 上記①の見直しに伴い、給与所得の源泉徴収税額表（月額表、日額表）、賞与に対する源泉徴収税額の算出率の表、年末調整等のための給与所得
控除後の給与等の金額の表等について所要の措置を講ずる。 

 

（注）上記の改正は、平成32 年分以後の所得税及び平成33 年度分以後の個人住民税について適用する。 

（給与所得控除額の速算表） 

一 個人所得課税  
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（改正後） 

給与等の収入金額 給与所得控除額 

 162.5万円以下  55 万円 

 162.5万円超 180万円以下  その収入金額×40％－10 万円 

 180万円超 360万円以下  その収入金額×30％＋８万円 

 360万円超 660万円以下  その収入金額×20％＋44 万円 

 660万円超 850万円以下  その収入金額×10％＋110 万円 

 850万円超  195 万円 

（改正前） 

給与等の収入金額 給与所得控除額 

 180万円以下 
 その収入金額×40％  
 65万円に満たない場合には65万円 

 180万円超 360万円以下  その収入金額×30％＋18万円 

 360万円超 660万円以下  その収入金額×20％＋54万円 

 660万円超 1,000万円以下  その収入金額×10％＋120万円 

 1,000万円超  220万円 
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給与所得控除額の上限金額の引き下げ（平成２４年、２６年、３０年改正） 

  平成25〜27年分の所得 平成28年分の所得 平成29〜31年分の所得 平成32年分以後の所得 

 上限額が適用される  
給与収入金額 

１,５００万円 １,２００万円 １,０００万円 ８５０万円 

給与所得控除の 
上限額 

２４５万円 ２３０万円 ２２０万円 １９５万円 

特定支出控除の見直し（平成２４年、３０年改正） 

① 範囲の拡大等（平成24年分利用者6人→平成27年分利用者1800人うち資格取得費利用者683人） 

  適用範囲の拡大等を行い、給与所得者の実額控除の機会を拡大する。 

資格取得費 
（平成２４年改正により追加）  
 職務の遂行に直接必要な弁護士、公認会計士、税理士、弁理士などの資格取得費 

勤務必要経費 
（６５万円が限度） 

 
職務上の旅費 
帰宅旅費 

（平成２４年改正により追加） 
 職務と関連のある図書の購入費、職場で着用する衣服の衣服費及び職務に通常必要な交際費 
 
（平成３０年改正により追加） 

 職務の遂行に直接必要な旅費等で通常必要と認められるもの 

 単身赴任者の帰宅旅費について、１月に４往復を超えた旅行に係る帰宅旅費を対象外とする制限を撤廃 

 ＋帰宅のために通常要する自動車を使用することにより支出する燃料費及び有料道路の料金の額 

② 特定支出控除の適用判定・計算方法の見直し（平成２４年改正） 

  その年の特定支出の額の合計額が次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める金額を超える場合は、その超える 

  部分の金額を給与所得控除額に加算することができることとされる 

給与等の収入金額 特定支出の額の合計額と比較する金額 

 １，５００万円以下の場合  その年中の給与所得控除額の２分の１に相当する金額 

 １，５００万円を超える場合  １２５万円 （上限245万円の約2分の１相当） 
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平成３０年改正 



（国税・地方税） 
① 公的年金等控除について、次の見直しを行う。 
イ 控除額を一律10 万円引き下げる。 
ロ 公的年金等の収入金額が1,000 万円を超える場合の控除額については、195 万５千円の上限を設ける。 
ハ 公的年金等に係る雑所得以外の所得に係る合計所得金額が1,000 万円を超え2,000 万円以下である場合の控除額を上記イ及びロの見直し後の控除
額から一律10 万円、公的年金等に係る雑所得以外の所得に係る合計所得金額が2,000 万円を超える場合の控除額を上記イ及びロの見直し後の控除
額から一律20 万円、それぞれ引き下げる。 
 
② 上記①の見直しの結果、公的年金等控除額は次のとおりとなる。 
イ 公的年金等に係る雑所得以外の所得に係る合計所得金額が1,000 万円以下である場合 次の（イ）の定額控除の額及び次の（ロ）の定率控除の額の
合計額（その合計額が次の（ハ）の最低保障額に満たない場合には、次の（ハ）の最低保障額） 
（イ）定額控除 40 万円 
（ロ）定率控除 
（50 万円控除後の公的年金等の収入金額） 
360 万円以下の部分 25％ 
360 万円を超え720 万円以下の部分 15％ 
720 万円を超え950 万円以下の部分 ５％ 
（ハ）最低保障額 
65 歳未満 60 万円 
65 歳以上 110 万円 
 
ロ 公的年金等に係る雑所得以外の所得に係る合計所得金額が1,000 万円を超え2,000 万円以下である場合 次の（イ）の定額控除の額及び次の（ロ）の
定率控除の額の合計額（その合計額が次の（ハ）の最低保障額に満たない場合には、次の（ハ）の最低保障額） 
（イ）定額控除 30 万円 
（ロ）定率控除 
（50 万円控除後の公的年金等の収入金額） 
360 万円以下の部分 25％ 
360 万円を超え720 万円以下の部分 15％ 
720 万円を超え950 万円以下の部分 ５％ 
（ハ）最低保障額 
65 歳未満 50 万円 
65 歳以上 100 万円 
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（2）公的年金等控除 
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ハ 公的年金等に係る雑所得以外の所得に係る合計所得金額が2,000 万円を超える場合 次の（イ）の定額控除の額及び次の（ロ）の定率控除の額の合
計額（その合計額が次の（ハ）の最低保障額に満たない場合には、次の（ハ）の最低保障額） 
（イ）定額控除 20 万円 
（ロ）定率控除 
（50 万円控除後の公的年金等の収入金額） 
360 万円以下の部分 25％ 
360 万円を超え720 万円以下の部分 15％ 
720 万円を超え950 万円以下の部分 ５％ 
（ハ）最低保障額 
65 歳未満 40 万円 
65 歳以上 90 万円 
 
（注）上記の改正は、平成32 年分以後の所得税及び平成33 年度分以後の個人住民税について適用する。 

（3）基礎控除 

（国 税） 
① 基礎控除について、次の見直しを行う。 
イ 控除額を一律10 万円引き上げる。 
ロ 合計所得金額が2,400 万円を超える個人についてはその合計所得金額に応じて控除額が逓減し、合計所得金額が2,500 万円を超える個人について
は基礎控除の適用はできないこととする。 
 
② 上記①の見直しの結果、基礎控除の額は次のとおりとなる。 
イ 合計所得金額が2,400 万円以下である個人 48 万円 
ロ 合計所得金額が2,400 万円を超え2,450 万円以下である個人 32 万円 
ハ 合計所得金額が2,450 万円を超え2,500 万円以下である個人 16 万円 
 
③ 上記①の見直しに伴い、年末調整において基礎控除の適用を受ける場合に合計所得金額の見積額を申告する等の所要の措置を講ずる。 
 
（注）上記の改正は、平成32 年分以後の所得税及び平成33 年度分以後の個人住民税について適用する。 
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（4）青色申告特別控除 

（国税・地方税） 
① 取引を正規の簿記の原則に従って記録している者に係る青色申告特別控除の控除額を55 万円（現行：65 万円）に引き下げる。 
 
② 上記①にかかわらず、上記①の取引を正規の簿記の原則に従って記録している者であって、次に掲げる要件のいずれかを満たすものに係る青色申
告特別控除の控除額を65 万円とする。 
イ その年分の事業に係る仕訳帳及び総勘定元帳について、電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿書類の保存方法等の特例に関する法律に定
めるところにより電磁的記録の備付け及び保存を行っていること。 
ロ その年分の所得税の確定申告書、貸借対照表及び損益計算書等の提出を、その提出期限までに電子情報処理組織（e-Tax）を使用して行うこと。 
 
（注１）上記の改正は、平成32 年分以後の所得税及び平成33 年度分以後の個人住民税について適用する。 
（注２）平成32 年分の事業に係る仕訳帳及び総勘定元帳の備付けを開始する日に、これらの帳簿の電磁的記録による備付け及び保存に係る承認を受
けていない場合において、同年中の日であってその承認を受けてこれらの帳簿の電磁的記録による備付けを開始する日から同年12 月31 日までの間に
おけるこれらの帳簿の電磁的記録による備付け及び保存を行っているときは、同年分の65 万円の青色申告特別控除の適用における上記（5）②イの要
件を満たすこととする等の所要の措置を講ずる。 
 

（5）上記（1）から（4）までの見直しに伴う所要の措置 

（国 税） 
① 同一生計配偶者及び扶養親族の合計所得金額要件を48 万円以下（現行：38 万円以下）に引き上げる。 
② 源泉控除対象配偶者の合計所得金額要件を95 万円以下（現行：85 万円以下）に引き上げる。 
③ 配偶者特別控除の対象となる配偶者の合計所得金額要件を48 万円超133万円以下（現行：38 万円超123 万円以下）とし、その控除額の算定の基礎
となる配偶者の合計所得金額の区分を、それぞれ10 万円引き上げる。 
④ 勤労学生の合計所得金額要件を75 万円以下（現行：65 万円以下）に引き上げる。 
⑤ 家内労働者等の事業所得等の所得計算の特例について、必要経費に算入する金額の最低保障額を55 万円（現行：65 万円）に引き下げる。 
⑥ 非居住者の公的年金等について、分離課税の対象となる金額等の算定における控除額計算の基礎となる額を、65 歳未満の者については５万円（現
行：６万円）に、65 歳以上の者については９万５千円（現行：10 万円）に、それぞれ引き下げる。 
⑦ その他所要の措置を講ずる。 
 
（注）上記の改正は、平成32 年分以後の所得税及び平成33 年度分以後の個人住民税について適用する。 
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国税の控除額 （平成２９年改正後） 

13 

納税者の合計所得金額 
控除額 

控除対象配偶者 老人控除対象配偶者 

900万円以下 38万円 48万円 

900万円超 950万円以下 26万円 32万円 

950万円超 1,000万円以下 13万円 16万円 

1,000万円超 適用なし 適用なし 

(平成２９年改正) 配偶者控除の見直し 

(２) 配偶者特別控除の見直し（平成２９年改正） 

国税の控除額 （平成２９年改正後） 

配偶者の合計所得金額 
38万円超 

85万円以下 
85万円超 

90万円以下 
90万円超 

95万円以下 
95万円超 

100万円以下 
100万円超 

105万円以下 
105万円超 

110万円以下 
110万円超 

115万円以下 
115万円超 

120万円以下 
120万円超 

123万円以下 

納
税
者
の
合
計
所
得
金
額 

900万円以下 38万円 36万円 31万円 26万円 21万円 16万円 11万円 6万円 3万円 

900万円超 
950万円以下 

26万円 24万円 21万円 18万円 14万円 11万円 8万円 4万円 2万円 

950万円超 
1,000万円以下 

13万円 12万円 11万円 9万円 7万円 6万円 4万円 2万円 1万円 

1,000万円超 適用なし 

（注）上記改正は、平成３０年分の所得税、平成３１年分の住民税から適用する。 

（平成２９年改正）配偶者控除・配偶者特別控除の見直し 



 非課税口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税措置（ＮＩＳＡ）について、次の措置を講ずる。 
① 非課税口座の開設手続について、次の見直しを行う。 
イ 金融商品取引業者等の営業所に非課税口座の開設をしようとする居住者等は、当該営業所の長に対し、非課税適用確認書の添付を要しない非課税
口座簡易開設届出書の提出ができることとする。当該届出書の提出を受けた金融商品取引業者等の営業所の長は、当該営業所に非課税口座を開設す
るとともに、当該届出書に記載された事項（以下「届出事項」という。）を電子情報処理組織を使用する方法により、速やかに当該営業所の所在地の所轄
税務署長に提供しなければならない。 
ロ 上記イの届出事項の提供を受けた所轄税務署長は、当該届出書の提出をした者につき、その提供を受けた時前における届出事項及び非課税適用確
認書の交付申請書に係る申請事項（以下「申請事項」という。）の提供の有無を確認するものとし、当該確認をした所轄税務署長は、次に掲げる場合の区
分に応じそれぞれ次に定める事項を、当該届出事項の提供をした金融商品取引業者等の営業所の長に、電子情報処理組織を使用する方法により提供
しなければならない。 
（イ）当該届出事項の提供を受けた時前に届出事項及び申請事項の提供がない場合 当該金融商品取引業者等の営業所における非課税口座の開設が
適当である旨 
（ロ）当該届出事項の提供を受けた時前に届出事項又は申請事項の提供がある場合 当該金融商品取引業者等の営業所における非課税口座の開設が
当初よりできなかった旨 
 
② 非課税口座内上場株式等は、非課税期間終了の日（非課税管理勘定が設けられた日の属する年の１月１日から５年を経過した日又は累積投資勘定
が設けられた日の属する年の１月１日から20 年を経過した日をいう。以下同じ。）に非課税口座が開設されている金融商品取引業者等に開設されている
特定口座がある場合には、他の年分の非課税管理勘定又は特定口座以外の他の保管口座に移管されるときを除き、当該特定口座に移管されることと
する。この場合において、非課税期間終了の日に非課税口座内上場株式等を特定口座以外の他の保管口座に移管しようとするときは、当該金融商品取
引業者等の営業所の長に対し、当該非課税口座内上場株式等を当該他の保管口座に移管することを依頼する旨その他の事項を記載した書類の提出
（当該書類の提出に代えて行う電磁的方法による当該書類に記載すべき事項の提供で、特定署名用電子証明書等の送信と併せて行うものを含む。）を
しなければならないこととする。 
 
③ 非課税口座廃止届出書を提出する居住者等が当該届出書の提出を受ける金融商品取引業者等の営業所の長に個人番号の告知をしていない場合
には、当該営業所の長が所轄税務署長に提供する廃止届出事項から個人番号を除外する。 
 
④ その他所要の措置を講ずる。 
 
（注１）上記①の改正は、平成31 年１月１日以後に非課税口座簡易開設届出書が提出される場合について適用する。 
（注２）上記②の改正については、未成年者口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税措置（ジュニアＮＩＳＡ）における未成年者
口座内上場株式等の移管（課税未成年者口座を構成する特定口座への移管を含む。）についても同様とする。 

 （１）非課税口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税措置（ＮＩＳＡ） 
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２ 金融・証券税制 
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一般NISA制度、ジュニアNISA制度、積立型NISA制度の比較（平成２９年改正後） 

17 

NISAの種類 一般NISA（平成２６年１月施行） ジュニアNISA（平成２７年改正で創設） 積立型NISA（平成２９年改正で創設） 

制度を利用可能な者 ２０歳以上の居住者等 ０歳〜１９歳の居住者等 
２０歳以上の居住者等 
（成人NISAと選択適用） 

年間投資上限額 
１００万円（平成２６年〜平成２７年）                                  
１２０万円（平成２８年〜平成３５年） 

８０万円 ４０万円 

非課税対象 
上場株式・公募株式投信等 

の配当・譲渡益 
同左 

長期の積み立て。分散投資に適した一定の 
公募等株式投資信託（※１）の配当・譲渡益 
（※１）バランス型ファンド、非毎月分配型ファンド等 

投資可能期間 
平成２６年１月～平成３５年１２月まで 

（１０年間） 
平成２８年４月～平成３５年１２月まで 

（約８年間） 
平成３０年１月～平成４９年１２月まで 

（２０年間） 

非課税期間 非課税管理勘定で、投資した年から最長５年 
非課税管理勘定で、投資した年から最長５年                        
継続管理勘定にて２０歳になるまで非課税 

累積投資勘定で、 
投資した年から最長２０年間 

運用管理 払い出しは自由 
対象者が未成年者のため親権者等が代理して運用 

１８歳になるまで払出しが制限される。 
（災害時または課税未成年者口座への払い出しは除く） 

累積投資勘定には、累積投資に適した 
公募等株式投資信託の受益権のみを 

受け入れることが出来る。 



  特定新規中小会社が発行した株式を取得した場合の課税の特例（エンジェル税制）について、次の措置を講ずる。 

① 地域再生法等の改正を前提に、適用対象となる地域再生法に規定する特定地域再生事業を行う株式会社（平成30 年３月31 日までに同法の確認を受けたものに限る。）により
発行される株式で当該確認を受けた日から同日以後３年を経過する日までの間に発行されるものを、当該特定地域再生事業を行う株式会社により発行される株式で同法の改正法
の施行の日から平成32 年３月31 日までの間に発行されるものに見直すととともに、所要の経過措置を講ずる。 
 
② 適用対象となる国家戦略特別区域法に規定する特定事業を行う株式会社により発行される株式の発行期限を２年延長する。 
 
③ 適用対象となる株式の範囲から、総合特別区域法に規定する指定会社により発行される株式を除外する。 

（２）特定新規中小会社が発行した株式を取得した場合の課税の特例（エンジェル税制） 
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特定新規中小企業者が発行した株式を取得した場合の特例等（エンジェル税制）の概要 

投資家の税制優遇措置 
（投資時）①寄附金控除を適用（年間出資額1,000万円を限度） 
      ②投資額全額をその年の他の株式譲渡益から控除    ※①と②は選択適用 
（譲渡時）③譲渡損が生じた場合、他の株式の譲渡益と損益通算 
      ④通算しきれなかった場合、翌年３年間に繰越控除  

適用対象企業（特定新規中小企業） 
  ①中小新事業促進法に規定する特定新規中小企業者に該当する株式会社で一定のもの 
  ②地域活性化総合特区において、地域の抱える社会的課題の解決に資する事業を行う中小企業 
   者で、一定の要件を満たすもの 
  ③沖縄県知事の指定を受けた特定経済金融活性化産業に属する事業を実施する株式会社 
 
（平成２７年改正で追加、国家戦略特区法の認定企業） 
  ①医療、農業、バイオ分野の事業を行うベンチャー企業で一定のもの 
  ②雇用創出型の小規模ベンチャー企業で一定のもの 
 
（平成２８年改正で追加、地方公共団体が策定する地域再生計画の確認を受けた企業） 
  ①集落生活圏の住民の共同の福祉又は利便のために必要な施設の整備又は運営に関する事業 
  ②集落生活圏における就業の機会の創出に資する施設の整備又は運営に関する事業 

対象企業に出資 



３ 土地・住宅税制 

 居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の繰越控除等の適用期限を２年延長する。 

（１）居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の繰越控除等 

 特定居住用財産の譲渡損失の繰越控除等の適用期限を２年延長する。 

（２）特定居住用財産の譲渡損失の繰越控除等 
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（３）特定の居住用財産の買換え及び交換の場合の長期譲渡所得の課税の特例 

 特定の居住用財産の買換え及び交換の場合の長期譲渡所得の課税の特例について、買換資産が建築後使用されたことのある家屋で耐火建築物
以外のもの（以下「非耐火既存住宅」という。）である場合の要件に、その取得の日以前25 年以内に建築されたものであること又は地震に対する安全
性に係る規定若しくはこれに準ずる基準に適合することのいずれかを満たすこと（以下「経過年数等要件」という。）を加えた上、その適用期限を２年延
長する。 
 
なお、経過年数等要件を満たさない非耐火既存住宅を取得した場合であっても、その取得期限までに改修等を行うことにより経過年数等要件に適合す
ることとなったときには、経過年数等要件を満たす家屋を取得したものとする。 
 
（注）上記の改正は、平成30 年１月１日以後に譲渡資産の譲渡をし、同年４月１日以後に買換資産を取得する場合について適用する。 



  居住用財産の譲渡損失の損益通算及び繰越控除の特例の概要 

（適用期限） 
平成１０年１月１日〜平成３１年１２月３１日まで（平成１０年土地税制改革で創設、平成３０年改正で２年延長） 

①居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の繰越控除等の特例 

②特定の居住用財産の譲渡損失の繰越控除等の特例 

主な適用要件 

譲渡資産 所有期間５年超の居住用財産（住まなくなってから３年以内のもの） 

買換資産 譲渡の年の前後１年内に取得された居住用財産（５０㎡以上のもの） 

住宅ローン 買換資産に償還期間１０年以上の住宅ローンを有すること 

主な適用要件 

譲渡資産 所有期間５年超の居住用財産（住まなくなってから３年以内のもの） 

住宅ローン 譲渡資産に償還期間１０年以上の住宅ローンの残高があること（契約の前日） 

譲渡価額 譲渡価額が上記住宅ローンの残高を下回っていること 

20 
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取得 取得 

譲渡資産 譲渡資産 

所有期間 10年超 

取得費 取得費 

譲渡益 

取得費 
引継ぎ 

譲渡益 
繰延べ 

 特定の居住用財産の買換え特例（平成２６年、２８年、平成３０年改正） 

適用期限 譲渡対価要件 

平成5年4月1日～平成21年12月31日 な し 

平成22年1月1日～平成23年12月31日 2億円以下 

平成24年1月1日～平成25年12月31日 1億5,000万円以下 

平成26年1月1日～平成31年12月31日 1億円以下 

（譲渡対価要件の改正経緯） 

100％繰延べ 

適用期間 昭和５７年〜平成３１年１２月３１日（平成３０年改正で２年延長） 
譲渡資産 所有期間が１０年超の居住用家屋及びその敷地等で譲渡対価が１億円以下のもの 

買換資産 

イ．居住用の家屋で床面積が５０㎡以上のもの 
ロ．居住用家屋の敷地で面積が５００㎡以下のもの 
ハ．耐火建築物の中古住宅の場合、築年数２５年以内又は一定の耐震基準を満たすもの 
ニ，非耐火建築物の中古住宅の場合、築年数２５年以内又は一定の耐震基準を満たすもの（平成30年改正で追加） 

その他の要件 

イ．譲渡した住宅は、居住期間が１０年以上であること 
ロ．以前住んでいた住宅を売った場合、住まなくなってから３年目の１２月３１日までに売ること 
ハ．住宅を譲渡をした前年から翌年までの３年の間に住宅を買い換えること 
ニ．売った年の前年及び前々年に住宅の譲渡に関するその他の特例を使っていないこと 

（主な要件） 



次期通常国会における森林関連法令の見直しを踏まえ、平成31 年度税制改正において、以下を内容とする森林環境税（仮称）及び森林環境譲与税（仮
称）を創設する。 

４ 森林吸収源対策に係る地方財源の確保 

① 基本的な仕組み 
イ 納税義務者等 
森林環境税（仮称）は、国内に住所を有する個人に対して課する国税とする。 
ロ 税率 
森林環境税（仮称）の税率は、年額1,000 円とする。 
ハ 賦課徴収 
森林環境税（仮称）の賦課徴収は、市町村において、個人住民税と併せて行うこととする。 
ニ 国への払込み 
市町村は、森林環境税（仮称）として納付又は納入された額を都道府県を経由して国の交付税及び譲与税配付金特別会計に払い込むこととする。 
② 施行期日 
森林環境税（仮称）は、平成36 年度から課税する。 
③ その他 
個人住民税に準じて非課税の範囲、減免、納付・納入、罰則等に関する所要の措置を講ずる。 

（1）森林環境税（仮称）の創設 

① 基本的な仕組み 
イ 森林環境譲与税（仮称） 
森林環境譲与税（仮称）は、森林環境税（仮称）の収入額に相当する額とし、市町村及び都道府県に対して譲与する。 
ロ 譲与基準 
（イ）森林環境譲与税（仮称）の10 分の９に相当する額は、市町村に対し、当該額の10 分の５の額を私有林人工林面積で、10 分の２の額を林業就業者
数で、10 分の３の額を人口で按分して譲与する。 
（ロ）森林環境譲与税（仮称）の10 分の１に相当する額は、都道府県に対し、市町村と同様の基準で按分して譲与する。 
（注）私有林人工林面積は、林野率により補正する。 
ハ 使途及び公表 
（イ）市町村は、森林環境譲与税（仮称）を、間伐や人材育成・担い手の確保、木材利用の促進や普及啓発等の森林整備及びその促進に関する費用に
充てなければらないこととする。 
（ロ）都道府県は、森林環境譲与税（仮称）を、森林整備を実施する市町村の支援等に関する費用に充てなければならないこととする。 
（ハ）市町村及び都道府県は、森林環境譲与税（仮称）の使途等を公表しなければならないこととする。 
② 施行期日 
森林環境譲与税（仮称）は、平成31 年度から譲与する。 

（2）森林環境譲与税（仮称）の創設 
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５ 租税特別措置等  

 公益法人等に対して財産を寄附した場合の譲渡所得等の非課税措置について、次の措置を講ずる。 
① 申請書の提出があった日から１月以内に国税庁長官の承認をしないことの決定がなかった場合にその承認があったものとみなす特例（以下「承認に
係る特例」という。）について、次の措置を講ずる。 
イ 承認に係る特例の対象範囲に次に掲げる贈与又は遺贈（以下「贈与等」という。）を加える。 
（イ）国立大学法人、大学共同利用機関法人、公立大学法人、独立行政法人国立高等専門学校機構又は国立研究開発法人（法人税法別表第一に掲げ
る法人に限る。）に対する贈与等で、その贈与等に係る財産が一定の手続の下でこれらの法人の行う研究開発の実施等の業務に充てるための基金に組
み入れられるもの 
（ロ）国立研究開発法人（法人税法別表第二に掲げる法人に限る。）、公益社団法人又は公益財団法人に対する贈与等でこれらの法人の理事、監事、評
議員その他これらに準ずるもの（その親族等を含む。）以外の者からのもののうち、その贈与等に係る財産が一定の手続の下でこれらの法人の行う研究
開発の実施等の業務等に充てるための基金に組み入れられるもの 
ロ 承認に係る特例の対象資産から株式、新株予約権、特定受益証券発行信託の受益権及び社債的受益権等（以下「株式等」という。）を除外する措置
を廃止する。ただし、贈与等に係る財産が株式等である場合には、上記イ（イ）の贈与等の場合を除き、上記の「１月」の期間を「３月」とする。 
 
② 贈与等に係る財産を公益目的事業の用に直接供した日から２年以内に買い換える場合であっても、当該財産が上記①イの基金に組み入れる方法に
より管理されている等の要件を満たすときは、当該財産の譲渡収入の全部に相当する金額をもって取得した資産を当該方法により管理する等の一定の
要件の下で非課税措置の継続適用を受けることができることとする。 
 
③ 地方独立行政法人法の改正に伴い、申請等関係事務を市町村又は市町村の長その他の執行機関の名において処理する業務を行う地方独立行政
法人に対する財産の贈与等に係る非課税承認の要件について、他の業務を行う地方独立行政法人と同様の措置を講ずる。 
 
④ 地方独立行政法人法施行令の改正等を前提に、介護医療院の設置及び管理の業務を行う地方独立行政法人に対する財産の贈与等に係る非課税
承認の要件について、他の業務を行う地方独立行政法人と同様の措置を講ずる。 
 
⑤ その他所要の措置を講ずる。 

 公益法人等に対して財産を寄附した場合の譲渡所得等の非課税措置 
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（国等に対して財産を寄附した場合の譲渡所得等の非課税） 
措法 第四十条   
 国又は地方公共団体に対し財産の贈与又は遺贈があつた場合には、所得税法第五十九条第一項第一号 の規定の適
用については、当該財産の贈与又は遺贈がなかつたものとみなす。 

 公益社団法人、公益財団法人、特定一般法人その他の公益を目的とする事業（公益目的事業）を行う法人に対する財
産の贈与又は遺贈で、当該贈与又は遺贈が教育又は科学の振興、文化の向上、社会福祉への貢献その他公益の増進
に著しく寄与すること、当該贈与又は遺贈に係る財産が、当該贈与又は遺贈があつた日から二年を経過する日までの期
間内に、当該公益法人等の当該公益目的事業の用に直接供され、又は供される見込みであることその他の政令で定め
る要件を満たすものとして国税庁長官の承認を受けたものについても、また同様とする。 
 
（公益法人等に対して財産を寄附した場合の譲渡所得等の非課税） 
措令 第二五条の一七  

８ 前項の贈与又は遺贈につき同項の申請書（同項の書類の添付があるものに限る。）の提出があつた場合において、
第一項の税務署長に当該申請書の提出があつた日から一月以内に、当該申請の承認がなかつたとき、又は当該承認を
しないことの決定がなかつたときは、当該申請の承認があつたものとみなす。 

（参考条文） 
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① 承認に係る特例の見直し 
  公益法人等に対して財産を寄附した場合の譲渡所得等の非課税の適用に係る申請書の提出があった日 
  から１月以内に国税庁長官の承認をしないことの決定がなかった場合にその承認があったものとみなす 
  特例（以下「承認に係る特例」という。）について、次の措置を講ずる。 
  イ 承認に係る特例の対象範囲に次に掲げる贈与又は遺贈（以下「贈与等」という。）を加える。 
  (イ) 公益社団法人又は公益財団法人に対する贈与等で当該公益社団法人又は公益財団法人の理事、 
     監事、評議員その他これらに準ずるもの（その親族等を含む。以下「役員等」という。）以外の者から 
     のもののうち、その贈与等に係る財産が当該公益社団法人又は公益財団法人の公益目的事業を行 
     うために不可欠な特定の財産とされるもの 
  (ロ) 私立大学等を設置する学校法人以外の学校法人に対する贈与等で当該学校法人の役員等以外の 
     者からのもののうち、その贈与等に係る財産が当該学校法人の基本金に組み入れられるもの 
  (ハ) 社会福祉法人に対する贈与等で当該社会福祉法人の役員等以外の者からのもののうち、その贈与 
     等に係る財産が当該社会福祉法人の基本金に組み入れられるもの 
  ロ 承認に係る特例の対象資産から株式、新株式予約権、特定受益証券発行信託の受益権及び社債的 
    受益権等を除外する。 
 
② 閲覧対象とすべき書類の範囲の見直し 
  公益法人等に寄附をした場合の所得税額の特別控除について、対象となる社会福祉法人が閲覧対象と 
  すべき書類の範囲に、事業の概要等を記載した書類その他一定の書類を加える。  

26 

(参考) 公益法人等に対する寄附に係る措置（平成２９年改正） 
２９年大綱 
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国税庁長官の承認を受けるためには、次のすべての要件を満たす寄附であることが必要 
 
要件1 寄附が教育または科学の振興、文化の向上、社会福祉への貢献その他公益の増進に著しく寄与すること。 
要件2 寄附財産が、その寄附日から2年以内に寄附を受けた法人の公益を目的とする事業の用に直接供されること。 
要件3 寄附により寄附した人の所得税の負担を不当に減少させ、又は寄附した人の親族その他これらの人と特別の関係が 
     ある人の相続税や贈与税の負担を不当に減少させる結果とならないこと。 
 
要件３の具体的な判定基準 
 
 次の①から⑤までのすべてを満たしているときは、上の要件3の所得税又は贈与税若しくは相続税の負担を不当に減少させ
る結果とならないと認められるとされている。 
 
① 公益法人等の運営組織が適正であるとともに、その寄附行為、定款又は規則において、理事、監事及び評議員のいずれ 
   においても、そのうちに親族関係がある人及びこれらの人と特殊の関係がある人の数の占める割合が、3分の1以下とす 
      る旨の定めがあること。 
②  寄附した人、寄附を受けた法人の理事、監事及び評議員若しくは社員又はこれらの人と特殊の関係がある人に対し、施設 
      の利用、金銭の貸付け、資産の譲渡、給与の支給、役員等の選任その他財産の運用及び事業の運営に関して特別の利 
      益を与えないこと。 
③ 法人の寄附行為、定款又は規則において、その法人が解散した場合の残余財産が国若しくは地方公共団体又は他の公 
       益法人等に帰属する旨の定めがあること。 
④  寄附を受けた法人につき公益に反する事実がないこと。 
⑤ 法人が寄附により株式の取得をした場合には、当該取得により当該法人の有することとなる当該株式の発行法人の株式 
      がその発行済株式の総数の2分の1を超えることとならないこと。 

（参考資料）譲渡所得の非課税規定を受けるための国税庁長官承認の要件（措令２５の１７） 



６ その他 

 生命保険料控除、地震保険料控除及び住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除に係る年末調整手続について、次の措置を講ずる。 
① 給与等の支払を受ける者で年末調整の際に生命保険料控除又は地震保険料控除の適用を受けようとするものは、給与所得者の保険料控除申告書
に記載すべき事項を電磁的方法により提供する場合には、控除証明書の書面による提出又は提示に代えて、当該控除証明書に記載すべき事項が記録
された情報で当該控除証明書の発行者の電子署名及びその電子署名に係る電子証明書が付されたものを、当該申告書に記載すべき事項と併せて電
磁的方法により提供することができることとする。この場合において、当該給与等の支払を受ける者は、当該控除証明書を提出し、又は提示したものとみ
なす。 
（注）上記の改正は、平成32 年10 月１日以後に提出する給与所得者の保険料控除申告書について適用する。 
 
② 給与等の支払を受ける者で年末調整の際に住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除（以下「住宅ローン控除」という。）の適用を受けようと

するものは、税務署長の承認を受けている給与等の支払者に対し、給与所得者の住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除申告書（以下「住
宅ローン控除申告書」という。）の書面による提出に代えて、当該住宅ローン控除申告書に記載すべき事項を電磁的方法により提供することができること
とする。この場合において、当該給与等の支払を受ける者は、当該住宅ローン控除申告書を提出したものとみなす。 
（注）上記の改正は、税務署長の承認を受けている給与等の支払をする者に対し、平成32 年10 月１日以後に提出する住宅ローン控除申告書について適
用する。 
 
③ 給与等の支払を受ける者で年末調整の際に住宅ローン控除の適用を受けようとするもの（居住年が平成31 年以後である者に限る。）は、住宅ローン

控除申告書に記載すべき事項を電磁的方法により提供する場合には、住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除証明書（以下「住宅ローン控
除証明書」という。）又は住宅取得資金に係る借入金の年末残高証明書（以下「年末残高証明書」という。）の書面による提出に代えて、当該住宅ローン
控除証明書又は年末残高証明書に記載すべき事項が記録された情報で当該住宅ローン控除証明書又は年末残高証明書の発行者の電子署名及びそ
の電子署名に係る電子証明書が付されたものを、当該住宅ローン控除申告書に記載すべき事項と併せて電磁的方法により提供することができることと
する。この場合において、当該給与等の支払を受ける者は、当該住宅ローン控除証明書又は年末残高証明書を提出したものとみなす。 
 （注）上記の改正は、平成32 年10 月１日以後に提出する住宅ローン控除申告書について適用する。 
 
④ 上記②及び③の改正に伴い、年末残高証明書に記載すべき事項の電磁的方法による交付を可能とする等の所要の措置を講ずる。 
（注）上記の改正は、平成32 年10 月１日以後に交付する年末残高証明書について適用する。 
 
⑤ 住宅ローン控除の適用を受ける際に住宅ローン控除申告書等に添付すべき住宅ローン控除証明書又は年末残高証明書の範囲に、当該住宅ローン

控除証明書又は年末残高証明書の発行者から電磁的方法により提供を受けた当該住宅ローン控除証明書又は年末残高証明書に記載すべき事項が記
録された電磁的記録を一定の方法により印刷した書面で、真正性を担保するための所要の措置が講じられているものとして国税庁長官が定めるものを
加える。 
（注）上記の改正は、平成32 年10 月１日以後に提出する住宅ローン控除申告書等について適用する。 

  生命保険料控除、地震保険料控除及び住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除 
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以上  税理士法人 平川会計パートナーズ 

月刊ＤＶＤ 速報･税務セミナー2018   3月号   製作・著作・発売元 ハナレコード株式会社 
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